
第 12図  総労働時間 (マ ンアワー)の推移
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(補論 )非正規雇用者の動向について

働き方が多様化する中で、雇用者に占める非正規雇用者の害1合が高まつている

ことがよく指摘 され る。 ここでは非正規雇用者の動向について確認する。なお、

ここでい う非正規雇用者 とは、労働力調査で使用 されている非正規の職員 。従業

員のことを指 し、JJJめ先での呼称によつて、一般職員あるいは正社員などと呼ば

れている正規の職員・従業員以外のパー ト、アルバイ ト、労働者派遣事業所の派

遣社員、契約社員、嘱託などのことをし′ヽう。これは、週所定内労働時間による区

分ではないため、短時間雇用者 とは概念が異なることに留意が必要である。

労働力調査によると、男女とも非正規雇用の割合が上昇傾向にあり、どの年齢

層でもこの 10年間で高まつている様子が見 られる (第 13図 )。
非正規雇用の動向を就業形態別にみると、パー ト、アルバイ トの割合が最近低

下傾向にあ り、派遣社員、契約社員、嘱託などの割合が高まってお り、非正規雇

用の中でも就業形態の多様化が進んでいることがみ られる (第 14表 )。
このことか ら、非正規雇用者の就業時間別分布をみると、就業時間が週 30時

間よりも短い非正規雇用者の割合はやや低下傾向にある (第 15図 )。
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第 i3図  非正規雇用の割合
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(注)総務省「労働力調査(鮮細集計)」「労働力調査特別調査」による。
年度末時点に近い調査として、2000年度までは翌年2月調査、2001年度以降は翌年1～ 3月 平均を用いている。

第 14表 非正規雇用の就業形態別分布

(出典)総務省「労働力調査 (詳細結果)」「労働力調査特別調査」。
平成15年以降は年平均、平成11年以前は2月 調査。

第 15図  非正規雇用の就業時間別分布
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(出典)総務省「労働力調査 (言羊細結果)」「労働力調査特別調査」。

100 (o/o)

平成15年以降は年平均、平成11年以前は2月調査。男女計の分布である。

女

男

男女計

非正規の

職員

・従業員
パート・アルバイト

パート |アルバイト

労働者派遣

事業所の

派遣社員

契約社員

・嘱託 その他

平成19年 100.0% 67.2% 47.5% 19.7% 7.7% 17.2% 7.9%

平成15年 100.0% 72.4% 49。 7% 22,7% 3.3% 15.7% 8.6%

平成11年 100.0% 83.6% 56.0% 27.6% 16.4%

平成フ年 100.0% 82.4% 56.2% 26.2% 17.6%

平成3年 100.0% 81.8% 58.2% 23.6% 182%
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厚生労働省 「就業形態の多様化に関する総合実態調査」によつて就業形態別の

週所定労働時間の分布や厚生年金に適用される割合をみたものが第 16表である。
非正社員であつても、契約社員、嘱託社員、出向社員、派遣労働者では週所定労

働時間が 30時間以上の割合が高く、厚生年金に適用される労働者の割合も高めで

ある。このことから非正規雇用者の中でも派遣社員、契約社員、嘱託などの割合

が高まることにより、厚生年金の適用となる非正規雇用者の割合が高まっている

ことが考えられる。

第 16表 就業形態別にみた週所定労働時間の分布と厚生年金適用割合

就業形態

週 所 定 労 働 時 間 の 分 布
厚生年金に適
用される労働
者の割合計

30時 間 未 満

|うち20時間未満

30時間以上

正社員        (659%) 1000% 100.0% 993%

lF正 土員           (341%) 100.0% 370% 143% 630% 47.1%

契約社員     (2.4%) 100.0% 14.0% 68% 86.0% 722%

嘱託社員     (15%) 1000% 91% 3.1% 909% 84.5%

出向社員     (16%) 1000% 0 9it 00% 991% 893%

派遣労働者    (2.1%) 100.0% 129% 871% 673%

的雇用者   (05%) 1000% 18、5% 57.7% 22.7%

パートタイム労働者 (22.5%) 1000% 49.8% 50.2% 347%

その他      (3.6%) 1000% 13′ 2%

(注 1)就業形態の欄の括弧内は労働者全体に対するそれぞれの就業形態の労10j者の害1合。
(注2)男女合計のデータである。
(出典)厚生労4Jj省「平成15年 就業形態の多様化に関する総合実態調査」の個人調査。

5.全要素生産性上昇率等の設定

(1)全要素生産性上昇率の設定
経済成長の原動力となる全要素生産性 (TFP)上 昇率について、平成 16
年財政再計算では 0.4%、 0.7%、 1.0%の 3通 りの前提が置かれていた。

最近の動向等をみると、内閣府「平成 19年度年次経済財政報告」等にお
いては、足下で 1%程度の水準まで高まっているとの分析がなされており、
また、内閣府「日本経済の進路と戦略」参考試算 (平成 20年 1月 )等にお
いては、平成 23(2011)年 度にかけて、成長シナリオでは 1.4～ 1.5%程度ま

で上昇、リスクシナリオでは 0.9%程度で推移するとの前提が置かれている。

これを踏まえ、今回の財政検証では、1.0%を 中心として設定されたほか、

1.3%、 0.7%の 3通 りの前提を置いて、ケニスごとに推計が行われた。
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2)資本分配率の設定
資本分配率の過去の実績は、国民経済計算をもとに「1-雇用者報酬/(固
定資本減耗十営業余剰 (純)+雇用者報酬 )」 として算出されている。今回
は、平成 9(1997)～ 18(2006)年度実績の平均値に基づいて 39.1%と 設定され

ており、平成 4(1992)～ 13(2001)年度実績の平均値に基づいて設定された平

成 16年財政再計算の 37.3%よ りも高くなっている (第 17図 )。

(3)資本減耗率の設定
資本減耗率の過去の実績は、国民経済計算をもとに「固定資本減耗/有形
(純)固定資産」として算出されている。今回の財政検証では、平成 9(1997)

～18(2006)年 度実績の平均値に基づいて 8.9%と 設定されており、平成 4

(1992)～ 13(2001)年度実績の平均値に基づいて設定された平成 16年財政再

計算の 8.2%よ りも高くなつている (第 17図 )。

第 17図 資本分配率と資本減耗率の設定

(%) 資本分配率 資本減耗率
60

今回の設定値
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平成16年財政再計算
の設定値 8.2%
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(年度 )

(4)総投資率の設定
総投資率の過去の実績は、国民経済計算をもとに「(総固定資本形成十在

庫品増加)/名 日GDP」 として算出されている。過去の実績の傾向が長期
的に低下していることを踏まえ、平成 16年財政再計算と同様、対数正規曲

線により外挿して設定する方法が用いられている。平成 16年財政再計算以

後に判明した実績値を織 り込んで対数正規曲線による外挿が見直されたと

ころ、平成 16年財政再計算よりもやや低い設定とされている (第 18図 )。
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第 18図  総投資率の設定
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(補論)総投資率と総貯蓄率の関係について

名目GDPに 対する固定資本形成の割合を表す総投資率に関係する指標とし
て、名目GDPに 対する貯蓄の割合を表す総貯蓄率がある。海外とのやりとりが
ない閉鎖経済の下では、総投資率と総貯蓄率は同じものとなる。しかし、実際に

は資本市場は基本的に自由化されている中で、海外とのやりとりが行われており、

両指標は完全に一致するものではなく、その差は貯蓄投資バランスと呼ばれてい

る。日本における総投資率と総貯蓄率の関係を、国民経済計算をもとにみると第

19図 のとおり、両指標に若千の差はあるものの、上昇または低下の動きが類似
している。1970年代以降、長期的には両指標とも緩やかに低下しており、1980

年代後半に上昇、1990年代から2000年にかけては低下、2000年代に入つておお

むね横ばいという動きも両指標で一致しており(両指標は強い相関関係にあると
考えられる。

総投資率と総貯蓄率が強い相関関係にあることを踏まえ、総貯蓄率を企業、家

計、政府という経済主体別に分解し、企業および家計からなる民間部門の総貯蓄

率をみたものが第 20図である。1970年代後半以降、家計部門の総貯蓄率は低下
傾向にあり、高齢化の進展に伴う動きであると考えられる。その反面、企業部門

の総貯蓄率は上昇傾向にあることから、民間部門全体としての総投資率は長期的

におおむね横ばいの動きとなつている様子がうかがえる。
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第 19図 総投資率と総貯蓄率
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第 20図 民間部門の総貯蓄率
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6. マクロ経済に関する推計結果

先に述べた複数の計算式およびパラメータの設定をもとに、単位労働時間あた

り実質GDP成 長率や利潤率が逐次的に毎年度算出されている。推計結果につい
ては、平成 27(2015)～ 51(2039)年度の単純平均値として第 21表に示しており、
その推計過程を第 22表 に示している。

第21表 マクロ経済に関する推計結果

第 22表  マクロ経済に関する推計過程

平成27(2015)
～51(2039)
年度の平均

実質経済成長率
労働時間あたり
実質経済成長率

被用者年金
被保険者 1人あたり
実質賃金上昇率

利 ,間率

TFPl.0%の場合 0.77% 1.58% 1.51% 9.7%

TFPl.3%の場合 1.17% 1.98% 1.91% 10.3%

TFPO.7%の場合 0.36% 1.17% 1.10% 9.1%

(全要素生産性上昇率が1 0%の場合)

25 (201
21  (20'

2'  (201
20  (2016
20  (2017

31 (201

44  (2032

平成27(2015)～ 51(2009)年 度平均    0,'ヽ 1    16Bヽ l   o7ヽ l    -0011

被用者年金被保l■者1人あたり実質賃金上昇率(CD+⑬)    ,31ヽ
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(全要素生産性上昇率が1 3%の場合)
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さらに、被用者年金被保険者 1人 あた りの平均労働時間については、労働投入

量の設定の際に用いた平均労働時間と整合的になるように推計が行われている。

この変化率 (平成 27(2015)～ 51(2039)年度平均で▲0.07%)を単位労働時間あた
り実質 GDP成 長率に加えた実質賃金上昇率は、全要素生産性上昇率 1.0%の ケ
ースで 1.4～ 1.6%の範囲、全要素生産性上昇率 1.3%の ケースで 1.8～ 2.0%の範

囲、全要素生産性上昇率 0.7%の ケースで 1」 0～ 112%の範囲と推計 されている。

7.長期の運用利回りの設定

公的年金における積立金の運用は、厚生年金保険法等の規定により、長期的な

観点か ら、安全かつ効率的に行 うこととされている。 この基本的な考え方に照 ら

すと、「安全」とい う観点からリスクを低 く抑えるために、国内債券 といった リス

クの低い資産への投資が中心 となる一方で、「効率的」という観点から、国内外の

債券や株式等を一定程度組み入れた分散投資を行っているところであり、一定の

リスクの下で期待収益率を出来る限 り高めることが求められるところである。

今回の財政検証における長期の運用利回 りは、このような考え方を踏まえ、平

成 16年財政再計算における設定方法と同様に、①長期間の平均 としての国内債券

の運用利回 りを日本経済の長期的な見通 しと整合性をとつて設定した上で、②内

外の株式等による分散投資による効果を上積みすることとして設定することとさ

れた。 この うち、国内債券の運用利回 りは、将来の実質長期金利に物価上昇率を

加えたものとして、長期の運用利回 りを次式のように設定されている。

長期の運用利回 り =将 来の実質長期金利 +分散投資効果十物価上昇率

将来の実質長期金利については、平成 16年財政再計算で用いた、過去におけ

る実質長期金利の実績を基礎としつつ、利潤率と関連づけて設定する方法は一定

の合理性があると考えられ、今回もこの方法を採ることとされた。

具体的に、過去における実質長期金利 (10年 国債応募者利回りから消費者物価

上昇率を除いたもの)と 日本経済全体の利潤率との関係をみたものが第 23図で
ある。 1980年代後半から 1990年代始めにかけて利潤率が高くなっている時期に

は実質長期金利も高く、1990年代後半から 2000年代の利潤率が低い時期の実質

長期金利は低いというように、実質長期金利と利潤率の間には正の相関が認めら

れる。                    ヽ
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第 23図 実質長期金利と利潤率の推移
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(注 1)利涸率はコプ・ダグラス型生建関数より求まる減価償却性の利潤率の式、「利潤準=資本分配率 X GDP÷ 資本ストックー資本減耗率Jを用い.
資本分配率は「1-雇用者41酬 (所得)ノ (固定資本減耗+曽集余環1+雇 用者報酬(所得)'」 .資本ストックはr有形固定資虚」、
資本減長率はr固定資本減耗/有影日定資壺 (層年)Jとし、国民経済計算の敷値により計諄。

(注 2)実 質金利は,名 目金利―CP!上 昇率により計諄 .

これに着 目して、実質長期金利の過去 15～ 25年間の平均 (2.14～ 3.03%)を

基礎 として、過去の利潤率 と、マクロ経済に関する推計で得 られた将来の利潤率

の比率を乗 じることによって、将来の実質長期金利が推計 された。推計結果は第

24表のとお りであ り、全要素生産性上昇率 1.0%の ケースで 2.4～ 3.0%の範囲、
全要素生産性上昇率 1.3%の ケ∵スで 2.5～ 3.2%の範囲、全要素生産性上昇率

0.7%のケースで 2.3～ 2.8%の範囲と推計されている。

第 24表 実質長期金利の推計結果

実質長期金利

(過去平均)

①

利潤率

(過去平均)

②

利潤率

(推計値)

③

利潤率

変化割合

④=③/②

実質長期金利

(推計値)

⑤=① X④

全要素生産性上昇率が10%の場合
過去25年平均(1982-2006) 98% 099 301%

ilD去 20年平均(1987-2006)

過去15年平均(1992-2006)

金要素生産性上昇率が1396の場合

過去25年平均(1982-2006) 10391 318%

過去20年平均(1987-2006) 94% 103% 1.09

過去15年平均(1992-2006) 255%

金要素生産性上昇率が0.7%の場合

過去25年平均(1982-2006) 3.03%

過去20年平均 (1987-2006) 2.48% 241%

過去15年平均(1992-2006) 214% 86% 91%

-21-



また、内外の株式等による分散投資による効果については、全額を国内債券で

運用 した場合の リスクと等 しいリスクの下で最も効率的な分散投資を行つた場合

において想定される期待収益率の上積み分がそれに相当するものと考える設定方

法が用い られている。理論的には、第 25図 に示すように、全額を国内債券で運
用 した場合 (図の▲印)の リスクと等 しい リスク水準の下で図の★印で示 される
リターンまで上積み出来ることになる。今回は、この差 (★印 と▲印の リターン

の差 )が 0.4～ 0.5%ポイン ト程度 と見込まれた ところであるが、保守的に見込む

とい う観点を織 り込むことにより下限は 0.3%と され、結果 として分散投資効果

は 0.3～ 0.5%と い う設定とされた。

第 25図 有効フロンティアと分散投資による上積み分 (イ メージ図 )

リターン

国内1貴券と同程度の

リスクで有効フロン

ティア上のリターンと

した場合のリターン
の上積み分
(分散投資効果)

リスク

上記で得 られた将来の実質長期金利 と分散投資効果を加 えた実質運用利回 り

(対物価上昇率)は、全要素生産性上昇率 1.0%の ケースで 2.7～ 3.5%の範囲、
全要素生産性上昇率 1.3%の ケースで 2.8～ 3.7%の範囲、企要素生産性上昇率
0.7%のケースで 2.6～ 3.3%の範囲と推計 されている。

8.長期の物価上昇率の設定

長期の物価上昇率の前提については、日本銀行金融政策決定会合において議決

されたものとして、「『中長期的な物価安定の理解』は、消費者物価指数の前年比

で 0～ 2%程度の範囲内にあり、委員毎の中心値は、大勢として、 1%程度とな
っている」とされていることを踏まえ、長期の前提として 1.0%と 設定すること

とされた。
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以上のことから、長期の経済前提の範囲として第 26表に示す結果が得られた。
この結果をもとに、経済中位ケースの長期の経済前提として、全要素生産性上昇

率を 1.0%と した場合の範囲の中央値 (端数切捨)を採り、物価上昇率を 1.0%、

名目賃金上昇率を 2.5%、 名目運用利回りを 4.1%と 設定した。同様に、経済高位

ケースの場合として、全要素生産性上昇率を 1.3%と した場合の範囲の中央値 (端

数切捨)か ら、物価上昇率を 1.0%、 名目賃金上昇率を 2.9%、 名目運用利回りを
4.2%と 設定し、経済低位ケースの場合として、全要素生産性上昇率を 0.7%と し

た場合の範囲の中央値 (端数切捨)か ら、物価上昇率を 1.0%、 名日賃金上昇率
を 2.1%、 名目運用利回りを 3.9%と 設定した。

第 26表  長期の経済前提の範囲
〔実質賃金上昇率、実質運用利回りの範囲〕

単位労働時間当たり

実質GDP成長率
(対物価上昇率)

被用者年金被保険者

1人当たり実質賃金上昇率

(対物価上昇率 )

実質運用利回り

(対物価上昇率)

実質的な運用利回り

(対賃金上昇率 )

全要素生産性上昇率

1.0%の場合
15～ 1 7%程度 1.4～ 1.6%程 度 27～ 3.5%程度 1 3～ 19%程度

全要素生産性上昇率

13%の場合
1.9～ 21%程 度 1 8～ 20%程 度 2.8～ 37%程 度 1 0～ 17%程度

全要素生産性上昇率

0.7%の場合
1 1～ 1 3%程度 1 0～ 12%程 度 26～ 3.3%程度 1 6～ 21%程 度

)マクロでの実質GDP成長率〈対物価上昇率)は、平成
とにそれぞれ08%程度.1,296程度、0496程度と見

27(20151～ 半属 5,(2039)年 度平均で、全要素生産性上昇率 10%、 13%、 07%のケースご
込まれる。

〔物価上昇率、名目賃金上昇率、名目運用利回りの範囲〕

物価上昇率 名目賃金上昇率 名目運用利回り

全要素生産性上昇率

10%の場合
1.0% 2.4～ 26%程 度 3.7～ 4.50/6程度

全要素生産性上昇率

1.3%の場合
1.0% 2.8～ 30%程 度 3.8～ 4.7%程度

全要素生産性上昇率

07%の 場合
1 0% 2,0～ 2.2%程度 36～ 4.3%程度

経済中位ケースにおける長期の名目運用利回りの設定を平成 16年財政再計算

における設定と比較したものが第 27図である。物価上昇率はともに 1.0%と な
っているが、実質長期金利の設定 (2.7%)は 平成 16年財政再計算の設定 (2.0%)

よりも高くなつている。これらに分散投資効果を加えた名日運用不可回りは、今回

の財政検証では 4.1%と 設定しているが、平成 16年財政再計算における設定

(3.2%)よ りも高くなっている。
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なお、実質賃金上昇率の設定 (1.5%)は平成 16年財政再計算における設定
(ヽ1.1%)よ りも高くなつている。名目運用利回りから名目賃金上昇率を控除した

実質的な運用利回りは 1.6%と なつているが、平成 16年財政再計算における設定

では 1.1%と なっていた。

第 27図  長期の経済前提における運用利回り

名 目運用利回り

4,1%

名 目運用利回り

3.2%

平成16年財政再計算の前提
(平成21年度以降 )

実質的な

運用利回り

(対賃金上昇率)

1 6%実質的な

運用利回り
(対賃金上昇率)

1 10/c

実質賃金

上昇率

1 10/o

平成21年財政検証の前提
(平成32年度以降 )

分散投資 040/o

実質長期金利

分散投資 02%

実質長期金利
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9.足下の経済前提の設定

足下の経済前提の設定に関しては、経済前提専門委員会の検討結果において、

内閣府の「日本経済の進路と戦略」参考試算 (平成 20(2008)年 1月 )で平成
23(2011)年度までの間の経済前提の設定に必要となる実質成長率、名目成長率、

消費者物価上昇率、名日長期金利などが示されていることから、平成 21(2009)年

に同様の試算が公表された場合これに準拠するものとするとの考え方が示されて

いた。

その後、平成 21(2009)年 1月 に、内閣府が作成した「経済財政の中長期方針と

10年展望比較試算」が公表されたことを踏まえて、平成 27(2015)年度以前の足下

の物価上昇率、名目賃金上昇率、名目運用利回りの前提をこれに準拠して設定す

ることとした。この内閣府による試算は、世界経済が大きく変動し、長期にわた

る構造的な潮流変化も生じているなかで、様々な想定を置いて、今後 10年程度の

中長期の経済財政の姿を展望したものとされている。

今回の財政検証においては、長期の経済前提における経済中位ケースに接続す

るものとしてケァス 1-1-1(2010年 世界経済順調回復シナリオ)、 経済高位
ケースに接続するものとしてケース 1-1-2(2010年 世界経済急回復シナリ
オ)、 経済低位ケースに接続するものとしてケース 1-1-3(世 界経済底ばい継
続シナリオ)それぞれの試算結果に準拠することとした。ケース毎の経済想定は

第 28表のとおりである。

第 28表  「経済財政の中長期方針と 10年展望比較試算」の経済想定

ケース1-1-1
2010年世界経済
順調回復シナリオ

ケース1-1-2
2010年世界経済
急回復シナリオ

ケース1-1-3
世界経済底ばい
継続シナリオ

世界経済

世界経済が混乱を脱し、
2010年には我が国経済
及び世界経済が順調
に回復

世界経済が早期に混乱
を脱し、2010年には我が
国経済及び世界経済が
急回復・高成長を遂げる

世界経済の混乱が続く
ため、我が国の景気後
退も深刻化・長期化

全要素生産性
(TFP)上昇率

1.0%程度まで上昇 1.5%程度まで上昇 0.5%程度まで低下

労働参加率 女性“高齢者で上昇
女性・高齢者に加えて
それ以外でも上昇

女性・高齢者を含め
全てで現状水準一定

具体的には、物価上昇率は消費者物価上昇率の試算結果に準拠して設定し、名

目賃金上昇率は雇用者 1人当たり賃金 。俸給総額の変化率に準拠して設定し、名

目運用利回りは条日長期金利に分散投資効果及び長期金利上昇による国内債券ヘ

の影響を考慮して設定している。
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以上に基づいて、経済中位ケース、経済高位ケース、経済低位ケースごとに各

年度において設定した経済前提について示したものが第 29表である。なお、平
成 28(2016)年 度以降における名目運用利回りについても長期金利上昇による国

内債券への影響を考慮して設定している。これは、経済前提専門委員会の検討結

果において、「年金積立金の金額が市場に出ることとなっており、特にその約 7害 J

を占める国内債券について、クーポン利率がこれまでの低金利を反映したものと

なっていることを考慮する必要がある」と指摘されていることを踏まえたもので

ある。

第 29表  今回の財政検証における経済前提

年 度

経済中位ケース 経 斉高位ケ ス 経済低位ケース

物価
上昇率

名目賃金
上昇率

名目運用
利回り

物価
上昇率

名目賃金
上昇率

名目運用
禾り回り

物価
上昇率

名目賃金
上昇率 榊榔

足
下
の
前
提

平成21(2009)

22(2010)

23(2011)

24(2012)

25(2013)

26(2014)

27(2015)

AO.4

02

14

15

18

22

25

0.1

34

27

2.8

26

2.7

28

15

1.8

1_9

2.0

2.2

2.6

2.9

AO.4

0.3

1.8

19

21

2.5

28

0.1

4.3

3.2

32

2.9

3.0

3.1

1.5

20

2.2

25

28

3.4

39

▲06

▲ 0.3

▲04

▲04

▲ 01

0.4

08

▲05

1.7

13

15

14

1.6

1.6

15

1.7

1.7

1.7

18

1.9

20

長
期

の
前
提

28(2016)

29(2017)

30(2018)

31(2019)

32(2020)以 降

10

10

10

10

10

25

25

25

25

2.5

3.4

3.6

3.9

4.0

41

10

1.0

10

10

10

29

2.9

2´ 9

29

2.9

40

42

42

4.2

4_2

10

1_0

10

10

10

21

2.1

21

2.1

21

28

3.1

3.4

37

39
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